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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の21期中、21期及び22期中につきましては、中間（当期）純損失が

計上されているため記載しておりません。また、22期及び23期中につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

売上高（千円） 3,381,068 4,098,930 3,258,315 7,388,538 7,644,891

経常利益又は経常損失(△)（千円） △389,731 △87,834 75,018 △1,115,109 183,489

中間（当期）純利益又は中間（当
期）純損失(△)（千円） 

△350,217 △173,040 608,301 △873,140 56,871

純資産額（千円） 6,191,639 5,373,464 6,128,120 5,581,820 5,519,321

総資産額（千円） 13,479,976 12,062,549 9,889,161 12,837,352 11,153,525

１株当たり純資産額（円） 67,447.05 58,534.47 66,755.12 60,804.14 60,123.32

１株当たり中間（当期）純利益又は
１株当たり中間（当期）純損失(△)
（円） 

△3,815.00 △1,884.97 6,626.37 △9,511.33 619.51

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 45.9 44.5 62.0 43.5 49.5

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△645,137 △138,951 509,608 174,881 208,863

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△2,577,529 △22,454 △23,435 △2,905,512 △46,580

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

4,175,690 △519,915 △824,290 3,505,480 △789,264

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高（千円） 

2,838,785 1,855,361 1,567,315 2,533,097 1,881,700

従業員数（人） 231 245 241 231 238



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の21期中、21期及び22期中につきましては、中間（当期）純損失が

計上されているため記載しておりません。また、22期及び23期中につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

売上高（千円） 3,059,495 3,525,757 2,873,618 6,655,381 6,853,293

経常利益又は経常損失(△)（千円） △560,791 △182,115 101,907 △1,301,847 25,948

中間（当期）純利益又は中間（当
期）純損失(△)（円） 

△441,087 △185,156 602,464 △923,903 8,557

資本金（千円） 1,854,375 1,854,375 1,854,375 1,854,375 1,854,375

発行済株式総数（株） 91,800 91,800 91,800 91,800 91,800

純資産額（千円） 6,244,041 5,493,935 6,201,407 5,718,745 5,640,645

総資産額（千円） 13,353,068 11,713,763 9,864,388 12,709,430 11,123,774

１株当たり純資産額（円） 68,017.88 59,846.79 67,553.46 62,295.70 61,444.94

１株当たり中間（当期）純利益又は
１株当たり中間（当期）純損失(△)
（円） 

△4,804.88 △2,016.96 6,562.80 △10,064.31 93.22

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

500 500 500 1,000 1,000

自己資本比率（％） 46.8 46.9 62.9 45.0 50.7

従業員数（人） 183 197 188 183 194



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外からの出向者を含むほか、常用

パートを含む。）であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない営業部門及び管理部門に所属してい

るものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含む。）であ

ります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ビデオ機器製品事業 94 

放送受信機器製品事業 16 

映像配信機器製品事業 28 

その他の製品事業 2 

全社(共通) 101 

合計 241 

  平成17年８月31日現在

従業員数（人） 188 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、各企業の業績の回復や雇用の改善および個人消費の伸張等、回復基調にあり、

景気の踊り場を脱却しつつある状況にあります。しかしながら、世界各地での政情不安や原油高、それにともなう原材料価格

の上昇等、依然として景気減速懸念は拭えず、先行不透明な状況であるといえます。 

 ＩＴ関連業界におきましては、引き続きインターネット環境の伸展や地上デジタル放送の拡がりなど、ビジネスチャンスが

増加している状況ではありますが、新規参入も多く、サービス・価格面における競争は従来にも増して激しい状況にありま

す。 

 このような状況下にあって、当社は持ち味である技術力を生かした高性能・高付加価値製品の市場投入に努め、ＨＤＶ編集

関連製品「ＥＤＩＵＳ ３ ｆｏｒ ＨＤＶ」「ＲＥＸＣＥＥＤ ＭＯＤＥＬ３５０Ｖ」やハイビジョン対応ネットワーク編

集システム「ＥＤＩＵＳ Ｎｅｔ Ｓｙｓｔｅｍ」など、前期に国内初で市場投入したＨＤＶ編集関連製品のラインナップを

拡充いたしました。また、他にも、高性能ＴＶチューナーボード「ＭＴＶＸ－ＷＨＦ」「ＭＴＶＸ－ＳＨＦ」やネットワーク

対応ＴＶチューナーユニット「ＤＮＴ－８８８Ｌ」など多数の新製品を市場投入いたしました。これらの製品はその高い性能

およびコストパフォーマンスにより、各方面より高い評価を頂いております。しかしながら、激しい価格競争に加え主力のビ

デオ編集機器分野においてＨＤＶ編集関連市場の伸張がやや遅れていることから前期比減収となりました。 

 しかしながら、コスト面につきましては前期に引き続き製造原価の見直し、各種経費の圧縮などに努めており、利益体質を

強化しております。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は3,258百万円（前年同期比20.5％減）、営業利益は63百万円（前年同期は73百万円

の損失）、経常利益は75百万円（前年同期は87百万円の損失）となり、前中間期比減収ながらも増益を達成することができま

した。 

 また、当社代表取締役会長である山田広司より更なる事業拡大に活用すべく1,115百万円の資金提供を受け、特別利益に計上

したことから、法人税等調整後の中間純利益は608百万円（前年同期は173百万円の損失）となり、前中間期比大幅な増益とな

りました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

  

ビデオ機器製品事業 

 デジタルビデオカメラ等で撮影された映像をパソコン上で加工・編集するハードウェア・ソフトウェア製品群であります。

個人ユーザー向けから放送局・プロダクション等のプロ向けまでの幅広い開発体制をとっており、国内外で高いシェアを誇っ

ております。 

 前期に国内で他社に先駆けて市場投入いたしましたＨＤＶ編集関連製品において、高性能ビデオ編集ソフト「ＥＤＩＵＳ 

３ ｆｏｒ ＨＤＶ」やワークステーション「ＲＥＸＣＥＥＤ ＭＯＤＥＬ３５０Ｖ」などを発売し、製品ラインナップの拡

充に努めました。また、ネットワーク上での編集を可能にする「ＥＤＩＵＳ Ｎｅｔ Ｓｙｓｔｅｍ」を市場投入し、各方面

より高い評価を頂いております。このように当社の高い技術力を示す製品を市場投入することができましたが、当中間連結会

計期間におきましては、ＨＤＶ編集関連市場は国内外ともに拡がりがやや遅れている状況であることから、当事業分野の当中

間連結会計期間の売上高は2,068百万円（前年同期比14.9％減)、営業利益は288百万円（前年同期比69.8％増）となりました。

 下半期につきましては、ＨＤＶ編集関連市場の拡がりも見込まれることから積極的な営業展開により売上回復を図ります。 

  



放送受信機器製品事業 

 ＴＶ放送をパソコンで受信するためのＴＶチューナーボード市場は、激しい価格競争、パソコンのＴＶチューナー標準搭載

など、厳しい状況が続いております。このような状況の中、当社は、高い技術力を生かし低価格・高付加価値製品の開発に努

め、「ＭＴＶＸ－ＷＨＦ」「ＭＴＶＸ－ＳＨＦ」などに加え、ネットワーク対応のＴＶチューナーユニット「ＤＮＴ－８８８

Ｌ」を市場投入いたしましたが上記のとおりこの市場を取り巻く環境は厳しく、当事業分野の当中間連結会計期間の売上高は

638百万円（前年同期比37.0％減)、営業損失は30百万円（前年同期比44.0％減）となりました。 

  

映像配信機器製品事業 

 「ＭＥＤＩＡＥＤＧＥ」を中心としたネットワーク上での映像配信・表示システム製品は、オプション製品「ＭＥＤＩＡＥ

ＤＧＥ ＬＥＢ」など、市場のニーズに合わせた製品の開発に努めており、文教、流通、金融関係、シネコン等を中心に多方

面にわたり導入いただき、好評を博しております。売上は着実に増加しており、その結果、本事業分野の当中間連結会計期間

の売上高は444百万円（前年同期比15.1％増）、営業利益は39百万円（前年同期比12.4％増）となりました。 

  

その他の製品事業 

 その他の製品の売上高は106百万円（前年同期比60.0％減）、営業損失は11百万円（前年同期33百万円の利益）となりまし

た。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

日本 

 事業の種類別セグメントに記載した理由により、売上高は2,220百万円（前年同期比20.1％減）、営業利益は301百万円（前

年同期比172.3％増）となりました。 

  

北米 

 「ＡＤＶＣシリーズ」が堅調な売上を維持しているものの、「ＤＶＳｔｏｒｍ」シリーズからハイビジョン対応編集システ

ム「ＶＥＬＸＵＳ」シリーズ（海外ブランドＥＤＩＵＳ）への移行においてハイビジョン市場が未成熟であることから、売上

高は607百万円（前年同期比18.9％減）、営業損失は30百万円（前年同期90百万円の利益）となりました。 

  

その他 

 中国におきましては、平成15年１月より販売活動開始後、着実に販売基盤を拡げております。「ＤＶＳｔｏｒｍ ＸＡ」な

どが好評を博している反面、前期後半に投入した新製品「ＶＥＬＸＵＳ」シリーズ（海外ブランドＥＤＩＵＳ）など、ハイビ

ジョン対応編集向けの高額製品の売上が伸び悩んだことから、減収となりました。 

 欧州市場においては、「ＡＤＶＣ」シリーズを中心に推移しております。ＨＤＶ編集関連市場はまだ立ち上がり段階とい

え、ＨＤＶ関連製品の売上が低いことから減収となりました。 

 これらの結果、その他の所在地売上高は430百万円（前年同期比24.6％減）、営業利益は23百万円（前年同期比35.5％減）と

なりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は509百万円（前年同期は138百万円の使用）となりました。 

 これは主に、減価償却費153百万円、売上債権の減少355百万円、たな卸資産の減少144百万円、未収入金の減少73百万円

が増加要因であり、一方、仕入債務の減少260百万円が主な減少要因であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は23百万円（前年同期比4.4％増）となりました。 

 これは主に関係会社株式の追加取得16百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は824百万円（前年同期比58.5％増）となりました。 

 これは主に受贈による収入1,115百万円が主な増加要因であり、短期借入金の減少1,450百万円と長期借入金の収入と返

済との差額443百万円が主な減少要因であります。 

  

これらの結果、現金同等物の当中間連結会計期間末残高は1,567百万円（前年同期比15.5％減）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は、見込生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

  

セグメント別 
当中間連結会計期間

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

ビデオ機器製品事業（千円） 797,681 △30.3 

放送受信機器製品事業（千円） 422,982 △38.7 

映像配信機器製品事業（千円） 151,565 △29.9 

その他の製品事業（千円） 65,617 △44.2 

合計（千円） 1,437,845 △33.7 

セグメント別 
当中間連結会計期間

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

ビデオ機器製品事業（千円） 24,954 △77.4 

放送受信機器製品事業（千円） 142,561 116.7 

映像配信機器製品事業（千円） － － 

その他の製品事業（千円） － － 

合計（千円） 167,516 △33.7 



(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

  

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

セグメント別 
当中間連結会計期間

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

ビデオ機器製品事業（千円） 2,068,791 △14.9 

放送受信機器製品事業（千円） 638,449 △37.0 

映像配信機器製品事業（千円） 444,502 15.1 

その他の製品事業（千円） 106,573 △60.0 

合計（千円） 3,258,315 △20.5 

  
相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  ソフトバンクＢＢ(株) 928,357 22.6 766,231 23.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動の基本方針及び特徴は、次のとおりであります。 

① 可能な限り自社内においてハードウェア及びソフトウェアの双方を開発し、技術の蓄積を図る。 

② ＯＳ開発企業、半導体開発企業との情報交換を密接に行い、常に最新のプラットフォーム及びデバイスを用いて最先端の製

品を開発する。 

③ 各技術者が自ら発案し、ユーザーの声を聞いて、開発を行うことにより、使いやすくしかも十分な機能を備えた製品開発を

行う。 

  

当社グループの研究開発活動の目的及び概要は、次のとおりであります。 

① Ｗｉｎｄｏｗｓ等のオペレーティングシステムの新バージョン機能の研究と、それに対応するソフトウェア技法の調査と習

得。 

② ビデオ信号処理、音声信号処理、通信、プログラマブルロジック等を目的とした、半導体メーカーにより開発・発売される

半導体デバイスの機能や開発動向の調査と、それらを応用したハードウェア及びソフトウェアの機能の充実。 

③ ノンリニアビデオ編集の技術動向の調査と、それに効率よく対応できるハードウェア・ソフトウェアの機能の実現。 

④ ＤＶＤ、ＭＰＥＧ４、ＨＤ（ハイビジョン）等のデジタルビデオ蓄積技術の開発動向、規格標準化動向の調査と、それをＰ

Ｃ上で実現するためのハードウェア・ソフトウェアの研究及び開発。 

⑤ ブロードバンド、光ファイバー等の広帯域のインターネットインフラの普及によって、今後一般化してくる映像配信等の動

向の調査と、それに効率よく対応できるハードウェア・ソフトウェアの機能の実現。 

  

 当社グループにおいて研究開発活動を行っているのは、当社及びCanopus Corporation の２社であります。 

 当中間連結会計期間末現在の連結会社の従業員241名のうち、研究開発スタッフは93名(38.6％)であります。また、同期間中の

研究開発費は396百万円であり、連結売上高に占める研究開発費の比率は12.2％となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成17年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年５月28日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の発行時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員であった対象者は、新

株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有しているこ

とを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでありません。 

２．新株予約権の発行時において当社取引先の取締役又は従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、当社と

当社取引先の取引関係が良好に継続していること及び当社への業績寄与が高いと判断できることを要します。 

３．対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認めます。 

４．対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができません。 

５．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 307,200 

計 307,200 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年11月18日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 91,800 91,800 東京証券取引所市場第二部 － 

計 91,800 91,800 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数 2,630個 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数 2,630株 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額 427,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成16年５月29日から
平成19年５月28日まで 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  427,000円
資本組入額 213,500円 

同 左 

新株予約権の行使の条件 （注）１．２．３． 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４．５． 同 左 



② 平成15年５月29日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の発行時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員であった対象者は、新

株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有しているこ

とを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでありません。 

２．新株予約権の発行時において当社取引先の取締役又は従業員であった対象者は、新株予約権の行使時において、当社と

当社取引先の取引関係が良好に継続していること及び当社への業績寄与が高いと判断できることを要します。 

３．対象者が死亡した場合は、同人の死亡後１年間に限りその法定相続人が権利行使することを認めます。 

４．対象者は、新株予約権を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができません。 

５．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数 3,511個 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数 3,511株 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額 146,000円 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月30日から
平成20年５月29日まで 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  146,000円
資本組入額  73,000円 

同 左 

新株予約権の行使の条件 （注）１．２．３． 同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４．５． 同 左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年３月１日～ 
平成17年８月31日 

－ 91,800 － 1,854,375 － 1,811,875

    平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山田 広司 神戸市東灘区住吉山手６丁目８－21 13,964 15.21 

山田 智子 神戸市東灘区住吉山手６丁目８－21 10,140 11.05 

日本証券金融(株) 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 5,499 5.99 

山田 明秀 神戸市東灘区住吉山手６丁目８－21 2,809 3.06 

山田 未代 神戸市東灘区住吉山手６丁目８－21 2,809 3.06 

山田 昌代 神戸市東灘区住吉山手６丁目８－21 2,809 3.06 

原 清子 神戸市中央区琴ノ緒町２丁目２－11－401 2,080 2.27 

藤原 睦朗 兵庫県芦屋市大原町８－15 1,423 1.55 

山田 育代 神戸市東灘区住吉山手６丁目８－21 1,409 1.53 

山田 実 神戸市北区星和台４丁目８－６ 1,260 1.37 

計 － 44,202 48.15 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、「議決権の数」欄

に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の公表のものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

    平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 91,800 91,800 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 91,800 － － 

総株主の議決権 － 91,800 － 

     平成17年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － －

計 － － － － －

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 97,000 178,000 147,000 157,000 179,000 135,000 

最低（円） 84,800 86,700 118,000 117,000 131,000 115,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当

中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、当中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、当中間会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の

中間財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日）及び当中

間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自平成16年３月１日

至平成16年８月31日）及び当中間会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）の中間財務諸表について監査法人トー

マツにより中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

  
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
  

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    1,855,361 1,567,315  1,881,700 

２．受取手形及び売掛
金 

   1,653,583 1,030,104  1,290,013 

３．たな卸資産    1,382,984 1,155,052  1,210,386 

４．未収入金    489,848 179,016  251,969 

５．繰延税金資産    244,537 180,727  150,294 

６．その他    39,751 110,313  83,339 

７．貸倒引当金    △19,104 △7,931  △7,466 

流動資産合計    5,646,962 46.8 4,214,599 42.6  4,860,238 43.6

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

１．建物及び構築物 ※１ 3,831,904  3,831,904 3,831,904  

減価償却累計額   760,610 3,071,293 922,723 2,909,180 843,692 2,988,211 

２．運搬具   6,084  6,118 5,968  

減価償却累計額   5,807 276 5,930 187 5,743 224 

３．その他   863,442  918,613 870,806  

減価償却累計額   530,086 333,356 655,603 263,010 589,192 281,613 

４．土地 ※１  1,807,991 1,807,991  1,807,991 

有形固定資産合計    5,212,917 4,980,369  5,078,041 

(2）無形固定資産    42,744 22,052  27,722 

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券    221,635 203,919  207,750 

２．繰延税金資産    770,819 308,928  812,868 

３．その他    172,582 165,209  171,784 

４．貸倒引当金    △5,111 △5,917  △4,879 

投資その他の資産
合計 

   1,159,925 672,140  1,187,522 

固定資産合計    6,415,587 53.2 5,674,562 57.4  6,293,286 56.4

資産合計    12,062,549 100.0 9,889,161 100.0  11,153,525 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 

  
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
  

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金    1,344,321 638,679  727,486 

２．短期借入金    1,300,000 200,000  1,650,000 

３．１年以内返済予定
長期借入金 

   1,084,038 1,036,100  1,179,540 

４．未払金    118,160 177,543  83,331 

５．未払法人税等    13,145 29,413  16,200 

６．賞与引当金    116,794 －  － 

７．その他    192,290 156,231  156,345 

流動負債合計    4,168,750 34.6 2,237,968 22.6  3,812,903 34.2

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金    1,904,900 1,043,800  1,344,300 

２．退職給付引当金    145,812 170,696  159,013 

３．役員退職慰労引当
金 

   244,652 249,461  244,652 

４．預り保証金    300 －  － 

５．その他    16,168 －  20,812 

固定負債合計    2,311,832 19.2 1,463,958 14.8  1,768,778 15.9

負債合計    6,480,583 53.8 3,701,926 37.4  5,581,682 50.1

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    208,501 1.7 59,114 0.6  52,521 0.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,854,375 15.4 1,854,375 18.8  1,854,375 16.7

Ⅱ 資本剰余金    1,811,875 15.0 1,811,875 18.3  1,811,875 16.3

Ⅲ 利益剰余金    1,729,248 14.3 2,475,661 25.0  1,913,260 17.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   859 0.0 3,953 0.0  △243 △0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定    △22,894 △0.2 △17,743 △0.1  △59,945 △0.6

資本合計    5,373,464 44.5 6,128,120 62.0  5,519,321 49.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   12,062,549 100.0 9,889,161 100.0  11,153,525 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間 
  

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    4,098,930 100.0 3,258,315 100.0  7,644,891 100.0

Ⅱ 売上原価    2,378,309 58.0 1,629,921 50.0  4,221,712 55.2

売上総利益    1,720,621 42.0 1,628,394 50.0  3,423,179 44.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,793,747 43.8 1,564,692 48.0  3,161,510 41.4

営業利益（又は営
業損失（△）） 

   △73,125 △1.8 63,702 2.0  261,668 3.4

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   1,180  1,471 2,550  

２．為替差益   499  40,114 －  

３．持分法による投資
利益 

  6,770  － －  

４．雑収入   15,161 23,612 0.6 3,045 44,631 1.3 25,789 28,340 0.4

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   20,386  20,129 40,072  

２．為替差損   －  － 32,700  

３．持分法による投資
損失 

  －  4,280 7,254  

４．貸倒引当金繰入額   4,945  － －  

５．支払手数料   10,988  6,993 17,043  

６．雑損失   2,001 38,321 0.9 1,910 33,314 1.0 9,447 106,519 1.4

経常利益（又は経
常損失（△）） 

   △87,834 △2.1 75,018 2.3  183,489 2.4

Ⅵ 特別利益       

１．受贈益 ※２ －  1,115,000 －  

２．その他   － － － 29,757 1,144,757 35.1 － － －

Ⅶ 特別損失       

１．親会社持分変動差
損 

  －  81 36  

２．特許使用和解金   －  120,410 －  

３．その他   488 488 0.0 211 120,702 3.7 － 36 0.0

税金等調整前中間
(当期)純利益（又
は税金等調整前中
間純損失(△)） 

   △88,322 △2.1 1,099,074 33.7  183,452 2.4

法人税、住民税及
び事業税 

  15,243  7,641 16,917  

法人税等調整額   44,491 59,734 1.5 478,418 486,060 14.9 90,975 107,893 1.4

少数株主利益    24,983 0.6 4,712 0.1  18,688 0.2

中間(当期)純利益
（又は中間純損失
(△)） 

   △173,040 △4.2 608,301 18.7  56,871 0.8

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間
  

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     

資本剰余金期首残高    1,811,875 1,811,875  1,811,875

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   1,811,875 1,811,875  1,811,875

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    1,948,189 1,913,260  1,948,189

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   － － 608,301 608,301 56,871 56,871

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．中間純損失   173,040 － － 

２．配当金   45,900 218,940 45,900 45,900 91,800 91,800

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   1,729,248 2,475,661  1,913,260

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間
  

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間
(当期)純利益(又は
税金等調整前中間
純損失) 

  △88,322 1,099,074 183,452 

減価償却費   180,435 153,841 339,234 

貸倒引当金の増加
額 

  12,168 1,115 719 

賞与引当金の増加
(減少)額 

  10,328 － △106,465 

退職給付引当金の
増加額 

  16,253 11,683 29,454 

役員退職慰労引当
金の増加(減少)額 

  △504 4,809 △504 

受取利息及び受取
配当金 

  △3,205 △3,509 △4,673 

支払利息   20,386 20,129 40,072 

為替差損益   1,470 △24,113 13,857 

有形固定資産除売
却損 

  － 211 － 

受贈益   － △1,115,000 － 

売上債権の減少(増
加)額 

  △336,283 355,186 20,651 

たな卸資産の減少
額 

  33,198 144,000 201,096 

未収入金の減少額   209,525 73,758 448,037 

仕入債務の減少額   △33,848 △260,855 △665,695 

未払金の増加(減
少)額 

  △39,092 94,278 △74,015 

その他   △88,923 △17,474 △166,983 

小計   △106,412 537,135 258,240 

利息及び配当金の
受取額 

  3,205 2,289 3,359 

利息の支払額   △19,505 △18,818 △38,202 

法人税等の支払額   △16,239 △10,997 △14,533 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △138,951 509,608 208,863 



  

    

前中間連結会計期間
  

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  

投資有価証券の取
得による支出 

  △125 △131 △252 

関係会社株式の追
加取得による支出 

  － △16,384 △10,193 

有形固定資産の取
得による支出 

  △21,882 △7,147 △30,576 

有形固定資産の売
却による収入 

  － － 175 

貸付けによる支出   － △236 △4,507 

貸付金の回収によ
る収入 

  350 1,643 446 

ソフトウェアの取
得による支出 

  △796 △1,177 △1,672 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △22,454 △23,435 △46,580 

Ⅲ 財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増
減額 

  △300,000 △1,450,000 50,000 

長期借入れによる
収入 

  350,000 100,000 3,100,000 

長期借入金の返済
による支出 

  △636,646 △543,940 △3,851,047 

少数株主からの払
込による収入 

  112,631 549 3,582 

受贈による収入   － 1,115,000 － 

配当金支払いによ
る支出 

  △45,900 △45,900 △91,800 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △519,915 △824,290 △789,264 



  

  

  次へ 

    

前中間連結会計期間
  

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
  

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物
に係る換算差額 

  3,585 23,731 △24,414 

Ⅴ 現金及び現金同等物
の減少額 

  △677,735 △314,385 △651,396 

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高 

  2,533,097 1,881,700 2,533,097 

Ⅶ 現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高 

※ 1,855,361 1,567,315 1,881,700 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は５社であり、非連

結子会社はありません。 

 連結子会社は５社であり、非連

結子会社はありません。 

 連結子会社は４社であり、非連

結子会社はありません。 

  主要な連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  Canopus Corporation 

Canopus GmbH 

Canopus China and South Asia 

Co., Ltd. 

 なお、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立した２社

を、連結の範囲に含めること

といたしました。 

Canopus Corporation 

Canopus GmbH 

Canopus China and South Asia 

Co., Ltd 

Canopus Asia Co.,Ltd 

Canopus UK Ltd. 

なお、当中間連結会計期間末に

おいて、Canopus UK Ltd.を連

結子会社といたしました。ま

た、前連結会計年度の下期

に、持分売却により支配力基

準を満たさなくなった１社を

連結の範囲から除外しており

ます。 

Canopus Corporation 

Canopus GmbH 

Canopus China and South Asia 

Co., Ltd 

Canopus Asia Co.,Ltd 

なお、Canopus Asia Co.,Ltdに

ついては新規取得により、当連

結会計年度から連結の範囲に含

めることといたしました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用の関連会社数１社 

Canopus UK Ltd. 

 従来持分法適用の関連会社であ

ったCanopus UK Ltd.は当中間連

結会計期間末における持分の追加

取得により連結子会社となりまし

た。 

 持分法適用の関連会社数１社 

Canopus UK Ltd. 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうちCanopus 

Corporationを除く４社の中間決

算日は６月30日であります。中間

連結財務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中間財務

諸表を使用しており、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

同 左  連結子会社のうちCanopus 

GmbH、Canopus China and South 

Asia Co., Ltd.及びCanopus Asia 

Co.,Ltd.の決算日は12月31日であ

ります。連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の財務諸

表を使用しており、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用

しております。 

同 左  連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法

を採用しております。 

同 左 同 左 

  ロ デリバティブ ロ デリバティブ ロ デリバティブ 

  時価法 同 左 同 左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 

   当社は、主として総平均法に

よる原価法を、また、在外連結

子会社は移動平均法による低価

法を採用しております。 

同 左 同 左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 当社は定率法、在外連結子会

社は定額法を採用しておりま

す。 

 ただし、当社は平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によって

おります。 

同 左 同 左 

  
  

科目   耐用年数 

建物及び 
構築物 

  ８年～50年 

運搬具   ４ ～６ 

その他   ２ ～15 

同 左 同 左 

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

   定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

につきましては社内における利

用可能期間(3年～5年)に基づい

ております。 

同 左 同 左 

  ハ 長期前払費用 ハ 長期前払費用 ハ 長期前払費用 

   定額法によっております。 同 左 同 左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社は一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能額を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。また、在外連結子会社は

個別債権の回収不能見込額を計

上しております。 

同 左 同 左 

  ロ 賞与引当金 ロ     ─── ロ     ─── 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、当中間連結会計期間に負

担すべき支給見込額を計上して

おります。 

    



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  ハ 退職給付引当金 ハ 退職給付引当金 ハ 退職給付引当金 

   当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。な

お、在外連結子会社１社は確定

拠出型の年金制度を採用してお

ります。 

同 左  当社は従業員の退職給付に備

えるため、期末における退職給

付債務の額に基づき計上してお

ります。なお、在外連結子会社 

１社は確定拠出型の年金制度を

採用しております。 

  ニ 役員退職慰労引当金 ニ 役員退職慰労引当金 ニ 役員退職慰労引当金 

   当社は役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

同 左  役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、為替差額

は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めてお

ります。 

同 左  外貨建金銭債権債務は、当連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、為替差額は損益として

処理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、各社の

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 当社は、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同 左 同 左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当処

理を採用しております。 

同 左 同 左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約 同 左 同 左 

  ヘッジ対象…外貨建金銭債務     

  ハ ヘッジの方針 ハ ヘッジの方針 ハ ヘッジの方針 

   為替予約はヘッジ対象の外貨

建債務の元金額及び期間と一致

させて利用しております。 

 全てのデリバティブ取引は実

需の範囲内でのみ行い、投機的

な取引は行わない方針でありま

す。 

 為替予約はヘッジ対象の外貨

建債務の元金額及び期間と一致

させて利用しております。 

  

同 左 



  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  ニ ヘッジの有効性の評価の方法 ニ ヘッジ有効性評価の方法 ニ ヘッジ有効性の評価の方法 

   振当処理によっておりますの

で、有効性の評価は省略してお

ります。 

同 左 同 左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同 左 

 消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評

価については、全面時価評価法を

採用しております。 

同 左 同 左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却について

は、原則として５年間で均等償却

しております。ただし、金額の重

要性がない場合には、発生時の費

用としております。 

同 左 同 左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 中間連結剰余金計算書は、連結

会社の利益処分について、中間連

結会計年度中に確定した利益処分

に基づいて作成しております。 

同 左  連結剰余金計算書は、連結会社

の利益処分について、連結会計年

度中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 

８．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同 左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

──────  従来計上しておりました賞与引当金につい

ては、前連結会計年度の下期における賞与制

度の廃止に伴い、当中間連結会計期間は計上

しておりません。 

 従来計上しておりました賞与引当金につい

ては、賞与制度の廃止に伴い、当連結会計年

度より計上しておりません。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

※１ 担保提供資産及び対応債務 ※１ 担保提供資産及び対応債務 ※１ 担保提供資産及び対応債務 
  

建物 470,365千円

土地 461,826千円

計 932,191千円

  
建物 445,207千円

土地 461,826千円

計 907,033千円

建物 457,608千円

土地 461,826千円

計 919,434千円

 上記物件を１年以内返済予定長期借入

金221,300千円及び長期借入金1,228,700

千円の担保に供しております。 

 上記物件を１年以内返済予定長期借入

金478,400千円及び長期借入金825,300千

円の担保に供しております。 

 上記物件を１年以内返済予定長期借入

金365,500千円及び長期借入金1,084,500

千円の担保に供しております。 

 ２ 当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 ２ 当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行５行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 ２ 当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 
  
当座貸越限度額及び貸出
コミットメントの総額 

2,200百万円

借入実行残高 1,300百万円

差引額 900百万円

  
当座貸越限度額及び貸出
コミットメントの総額 

2,500百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 2,300百万円

当座貸越限度額及び貸出
コミットメントの総額 

2,200百万円

借入実行残高 1,650百万円

差引額 550百万円



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 
  

研究開発費 435,988千円

広告宣伝費 68,051 

販売促進費 151,271 

役員報酬 70,692 

従業員給与手当 358,782 

賞与引当金繰入額 68,505 

退職給付引当金繰入額 10,093 

減価償却費 135,047 

  

  

研究開発費 396,461千円

広告宣伝費 51,425 

販売促進費 129,299 

役員報酬 57,223 

従業員給与手当 378,355 

退職給付引当金繰入額 9,487 

減価償却費 114,007 
  

研究開発費 733,906千円

広告宣伝費 120,219 

販売促進費 262,947 

役員報酬 113,795 

従業員給与手当 748,267 

退職給付引当金繰入額 18,393 

減価償却費 256,742 

※２     ───── ※２ 受贈益は代表取締役会長からの私財

（現金）の提供によるものであります。 

※２     ───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科目

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に記載されている科目と

の関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目との関係 

  
現金及び預金 1,855,361千円

現金及び現金同等物 1,855,361 

  
現金及び預金 1,567,315千円

現金及び現金同等物 1,567,315 

現金及び預金 1,881,700千円

現金及び現金同等物 1,881,700 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 オペレーティング・リース取引（借主側）  オペレーティング・リース取引（借主側）  オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 37,679千円

１年超 20,851千円

合計 58,531千円

  
１年内 31,946千円

１年超 29,676千円

合計 61,622千円

１年内 32,251千円

１年超 13,450千円

合計 45,702千円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日） 

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,674 7,221 3,546 

(2）債券 － － － 

(3）その他 71,320 69,224 △2,096 

合計 74,995 76,445 1,449 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 122,000 



（当中間連結会計期間） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（前連結会計年度） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,932 9,802 5,869 

(2）債券 － － － 

(3）その他 71,320 72,116 795 

合計 75,253 81,919 6,665 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 122,000 

  

前連結会計年度（平成17年２月28日）

取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 3,801 8,294 4,493 

(2）債券 － － － 

(3）その他 71,321 66,417 △4,903 

合計 75,122 74,711 △410 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 122,000 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

すべてのデリバティブ取引につきましては、ヘッジ会計が適用されているため記載を除いております。 

  

（当中間連結会計期間） 

すべてのデリバティブ取引につきましては、ヘッジ会計が適用されているため記載を除いております。 

  

（前連結会計年度） 

すべてのデリバティブ取引につきましては、ヘッジ会計が適用されているため記載を除いております。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで） 

 （注）１．事業の区分は、製品の類似性に基づき、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）ビデオ機器製品事業 …………… ビデオキャプチャーボード デジタルビデオ編集ボード 

ノンリニアビデオ編集システム 

(2）放送受信機器製品事業 ………… ＴＶチューナーボード 

(3）映像配信機器製品事業 ………… ビデオ映像配信システム 

(4）その他の製品事業 ……………… 衛星受信システム 他 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は257,273千円であり、その主なものは、当社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  
ビデオ機器
製品事業 
（千円） 

放送受信機
器製品事業 
（千円） 

映像配信機
器製品事業
（千円） 

その他の
製品事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1）外部顧客に
対する売上
高 

2,432,088 1,014,172 386,172 266,498 4,098,930 － 4,098,930

(2）セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ － － － － － －

計 2,432,088 1,014,172 386,172 266,498 4,098,930 － 4,098,930

営業費用 2,261,886 1,068,897 351,415 232,585 3,914,783 257,273 4,172,056

営業利益又は営業
損失（△） 

170,202 △54,725 34,757 33,913 184,147 (257,273) △73,125



当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで） 

 （注）１．事業の区分は、製品の類似性に基づき、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）ビデオ機器製品事業 …………… ビデオキャプチャーボード デジタルビデオ編集ボード 

ノンリニアビデオ編集システム 

(2）放送受信機器製品事業 ………… ＴＶチューナーボード 

(3）映像配信機器製品事業 ………… ビデオ映像配信システム 

(4）その他の製品事業 ……………… 衛星受信システム 他 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は222,535千円であり、その主なものは、当社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  
ビデオ機器
製品事業 
（千円） 

放送受信機
器製品事業 
（千円） 

映像配信機
器製品事業
（千円） 

その他の
製品事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1）外部顧客に
対する売上
高 

2,068,791 638,449 444,502 106,573 3,258,315 － 3,258,315

(2）セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ － － － － － －

計 2,068,791 638,449 444,502 106,573 3,258,315 － 3,258,315

営業費用 1,779,823 669,089 405,419 117,747 2,972,078 222,535 3,194,613

営業利益又は営業
損失（△） 

288,968 △30,640 39,083 △11,174 286,237 (222,535) 63,702



前連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで） 

 （注）１．事業の区分は、製品の類似性に基づき、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）ビデオ機器製品事業 …………… ビデオキャプチャーボード デジタルビデオ編集ボード 

ノンリニアビデオ編集システム 

(2）放送受信機器製品事業 ………… ＴＶチューナーボード 

(3）映像配信機器製品事業 ………… ビデオ映像配信システム 

(4）その他の製品事業 ……………… 衛星受信システム 他 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は434,315千円であり、その主なものは、当社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで） 

  

  
ビデオ機器
製品事業 
（千円） 

放送受信機
器製品事業 
（千円） 

映像配信機
器製品事業
（千円） 

その他の
製品事業 
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1）外部顧客に
対する売上
高 

4,653,501 1,671,553 808,200 511,637 7,644,891 － 7,644,891

(2）セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ － － － － － －

計 4,653,501 1,671,553 808,200 511,637 7,644,891 － 7,644,891

営業費用 4,074,139 1,731,707 675,697 467,364 6,948,907 434,315 7,383,222

営業利益又は営業
損失（△） 

579,362 △60,154 132,503 44,273 695,984 (434,315) 261,668

  
日本 
（千円） 

北米
（千円） 

その他
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 2,779,385 748,939 570,605 4,098,930 － 4,098,930

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

746,372 132,295 － 878,668 (878,668) －

計 3,525,757 881,235 570,605 4,977,599 (878,668) 4,098,930

営業費用 3,415,191 791,197 534,386 4,740,775 (568,719) 4,172,056

営業利益又は営業損失（△） 110,566 90,037 36,219 236,823 (309,948) △73,125



当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで） 

  

前連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 ………… 米国 

その他 ……… ドイツ、中国 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間257,273千円、当中間

連結会計期間222,535千円及び前連結会計年度434,315千円であり、その主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る

費用であります。 

  

  

  
日本 
（千円） 

北米
（千円） 

その他
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 2,220,163 607,692 430,459 3,258,315 － 3,258,315

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

653,454 20,149 5,609 679,213 (679,213) －

計 2,873,618 627,842 436,068 3,937,528 (679,213) 3,258,315

営業費用 2,572,582 658,353 412,708 3,643,644 (449,030) 3,194,613

営業利益又は営業損失（△） 301,036 △30,511 23,359 293,884 (230,182) 63,702

  
日本 
（千円） 

北米
（千円） 

その他
（千円） 

計（千円）
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 5,238,952 1,417,355 988,583 7,644,891 － 7,644,891

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,614,341 109,177 － 1,723,518 (1,723,518) －

計 6,853,293 1,526,532 988,583 9,368,410 (1,723,518) 7,644,891

営業費用 6,286,127 1,439,517 945,746 8,671,391 (1,288,168) 7,383,222

営業利益 567,166 87,015 42,837 697,018 (435,349) 261,668



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日） 

  

当中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日） 

  

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 …………… 米国、カナダ 

欧州 …………… ドイツ、オランダ、イギリス等 

アジア ………… 中国等 

その他 ………… オセアニア等 

３．海外売上高は、本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 748,939 449,024 555,979 40,720 1,794,664

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 4,098,930

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

18.3 11.0 13.5 1.0 43.8

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 802,290 360,420 299,133 34,663 1,496,508

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 3,258,315

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

24.6 11.0 9.2 1.1 45.9

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,417,355 1,050,384 887,660 90,921 3,446,322 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 7,644,891 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

18.5 13.7 11.6 1.2 45.0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 58,534円47銭

１株当たり中間純損
失金額 

1,884円97銭

  
１株当たり純資産額 66,755円12銭

１株当たり中間純利
益金額 

6,626円37銭

１株当たり純資産額 60,123円32銭

１株当たり当期純利
益金額 

619円51銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
△173,040 608,301 56,871 

普通株主に帰属しない金額 
（千円） 

－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）（千円） 

△173,040 608,301 56,871 

期中平均株式数（株） 91,800 91,800 91,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数6,141

個）。 

 なお、新株予約権の

概要は「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数6,141

個）。 

 なお、新株予約権の

概要は「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数6,141

個）。 

 なお、新株予約権の

概要は「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   1,028,310  928,248 1,226,539  

２．受取手形   4,632  6,636 －  

３．売掛金   1,676,509  1,174,643 1,473,833  

４．たな卸資産   1,225,601  973,638 994,324  

５．未収入金   478,705  166,840 238,812  

６．関係会社短期貸付
金 

  21,098  21,390 20,108  

７．繰延税金資産   193,003  139,171 99,430  

８．その他   27,434  30,808 42,712  

９．貸倒引当金   △1,435  △1,435 △1,435  

流動資産合計    4,653,860 39.7 3,439,942 34.9  4,094,326 36.8

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物 ※２ 2,922,383  2,783,085 2,851,250  

２．土地 ※２ 1,807,991  1,807,991 1,807,991  

３．その他   463,222  359,623 401,077  

有形固定資産合計   5,193,597  4,950,700 5,060,319  

(2）無形固定資産   42,076  12,487 26,194  

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   198,445  203,919 196,711  

２．関係会社株式   456,697  506,633 456,697  

３．繰延税金資産   856,473  399,661 938,278  

４．その他   329,724  367,961 371,125  

５．貸倒引当金   △17,111  △16,917 △19,879  

投資その他の資産
合計 

  1,824,229  1,461,258 1,942,933  

固定資産合計    7,059,902 60.3 6,424,446 65.1  7,029,447 63.2

資産合計    11,713,763 100.0 9,864,388 100.0  11,123,774 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   1,213,295  658,751 733,546  

２．短期借入金   1,300,000  200,000 1,650,000  

３．１年以内返済予定
長期借入金 

  1,084,038  1,036,100 1,179,540  

４．未払法人税等   9,721  22,228 10,750  

５．賞与引当金   116,794  － －  

６．その他   183,523  281,943 161,325  

流動負債合計    3,907,373 33.4 2,199,023 22.3  3,735,162 33.6

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   1,904,900  1,043,800 1,344,300  

２．退職給付引当金   145,812  170,696 159,013  

３．役員退職慰労引当
金 

  244,652  249,461 244,652  

４．その他   17,090  － －  

固定負債合計    2,312,454 19.7 1,463,958 14.8  1,747,965 15.7

負債合計    6,219,827 53.1 3,662,981 37.1  5,483,128 49.3

        

（資本の部）     
  

Ⅰ 資本金    1,854,375 15.8 1,854,375 18.8  1,854,375 16.7

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,811,875  1,811,875 1,811,875  

資本剰余金合計    1,811,875 15.5 1,811,875 18.4  1,811,875 16.3

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   100,965  100,965 100,965  

２．任意積立金   1,827,936  1,722,273 1,827,936  

３．中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  △102,076  707,965 45,738  

利益剰余金合計    1,826,825 15.6 2,531,203 25.7  1,974,639 17.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   859 0.0 3,953 0.0  △243 △0.0

資本合計    5,493,935 46.9 6,201,407 62.9  5,640,645 50.7

負債・資本合計    11,713,763 100.0 9,864,388 100.0  11,123,774 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,525,757 100.0 2,873,618 100.0  6,853,293 100.0

Ⅱ 売上原価    2,297,612 65.2 1,540,384 53.6  4,297,603 62.7

売上総利益    1,228,145 34.8 1,333,234 46.4  2,555,690 37.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,374,852 39.0 1,249,481 43.5  2,422,839 35.4

営業利益（又は営
業損失(△)） 

   △146,706 △4.2 83,753 2.9  132,851 1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  14,797 0.4 47,069 1.6  24,214 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  50,206 1.4 28,915 1.0  131,117 1.9

経常利益（又は経
常損失(△)） 

   △182,115  △5.2 101,907 3.5  25,948 0.4

Ⅵ 特別利益 ※３  － － 1,119,000 39.0  － －

Ⅶ 特別損失 ※４  － － 120,621 4.2  － －

税引前中間（当
期）純利益（又は
税引前中間純損失
(△)） 

   △182,115 △5.2 1,100,286 38.3  25,948 0.4

法人税，住民税及
び事業税 

  1,825  1,825 3,650  

法人税等調整額   1,216 3,041 0.1 495,997 497,822 17.3 13,740 17,390 0.3

中間（当期）純利
益（又は中間純損
失(△)） 

   △185,156 △5.3 602,464 21.0  8,557 0.1

前期繰越利益    83,080 105,500  83,080 

中間配当額    － －  45,900 

中間（当期）未処
分利益（又は中間
未処理損失(△)） 

   △102,076 707,965  45,738 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

同 左  決算日の市場価格に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

同 左 同 左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同 左 同 左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  製品 製品 製品 

   総平均法による原価法を採

用しております。 

同 左 同 左 

  原材料 原材料 原材料 

   総平均法による原価法を採

用しております。 

同 左 同 左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法を採用して

おります。 

同 左 同 左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）によっております。 

同 左 同 左 

  
  

科目   耐用年数 

建物   47年～50年 

構築物   ８ ～30 

車両運搬具   ４ ～６ 

工具器具備
品 

  ２ ～15 

同 左 同 左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

つきましては社内における利用

可能期間(3年～5年)に基づいて

おります。 

同 左 同 左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法によっております。 同 左 同 左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能額を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同 左 同 左 

  (2）賞与引当金 (2）   ―――― (2）   ―――― 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、当中間期に負担すべき支

給見込額を計上しております。 

    

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間期末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

同 左  従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

の額に基づき計上しておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同 左  役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として処

理しております。 

同 左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、為替差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同 左 同 左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当処

理を採用しております。 

同 左 同 左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約 同 左 同 左 

  ヘッジ対象…外貨建金銭債務     



  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (3）ヘッジの方針 (3）ヘッジの方針 (3）ヘッジの方針 

   為替予約はヘッジ対象の外貨

建債務の元金額及び期間と一致

させて利用しております。 

 全てのデリバティブ取引は実

需の範囲内でのみ行い、投機的

な取引は行わない方針でありま

す。 

 為替予約はヘッジ対象の外貨

建債務の元金額及び期間と一致

させて利用しております。 

  

同 左 

  (4）ヘッジの有効性の評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性の評価の方法 

   振当処理によっておりますの

で、有効性の評価は省略してお

ります。 

同 左 同 左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

消費税等の会計処理 

同 左 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

──────  従来計上しておりました賞与引当金につ

いては、前事業年度の下期における賞与制

度の廃止に伴い、当中間会計期間は計上し

ておりません。 

 従来計上しておりました賞与引当金につ

いては、賞与制度の廃止に伴い、当事業年

度より計上しておりません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
  

1,227,720千円
  

1,492,715千円 1,369,066千円

※２ 担保提供資産と対応債務 ※２ 担保提供資産と対応債務 ※２ 担保提供資産と対応債務 
  

建物 470,365千円

土地 461,826千円

 計 932,191千円

  
建物 445,207千円

土地 461,826千円

計 907,033千円

建物 457,608千円

土地 461,826千円

計 919,434千円

 上記物件を１年以内返済予定長期借

入金221,300千円及び長期借入金

1,228,700千円の担保に供しておりま

す。 

 上記物件を１年以内返済予定長期借

入金478,400千円及び長期借入金

825,300千円の担保に供しております。 

 上記物件を１年以内返済予定長期借

入金365,500千円及び長期借入金

1,084,500千円の担保に供しておりま

す。 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行４行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行５行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行４行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 
  

当座貸越限度額及
び貸出コミットメ
ントの総額 

2,200百万円

借入実行残高 1,300百万円

差引額 900百万円

  
当座貸越限度額及
び貸出コミットメ
ントの総額 

2,500百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 2,300百万円

当座貸越限度額及
び貸出コミットメ
ントの総額 

2,200百万円

借入実行残高 1,650百万円

差引額 550百万円



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,813千円 受取利息 1,435千円 受取利息 4,682千円 

為替差益 1,489千円 為替差益 43,232千円    

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 20,271千円 支払利息 20,129千円 支払利息 40,072千円 

貸倒引当金繰入額 16,945千円    貸倒引当金繰入額 19,712千円 

※３     ―――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３     ―――――― 

   受贈益 1,115,000千円    

  

 受贈益は代表取締役会長からの私

財（現金）の提供によるものであり

ます。 

  

※４     ―――――― ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４     ―――――― 

   特許使用和解金 120,410千円    

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 161,157千円 有形固定資産 127,657千円 有形固定資産 302,504千円 

無形固定資産 16,539千円 無形固定資産 13,907千円 無形固定資産 32,667千円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 記載すべきリース取引はありません。 同 左 同 左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 59,846円79銭

１株当たり中間純損
失金額 

2,016円96銭

  
１株当たり純資産額 67,553円46銭

１株当たり中間純利
益金額 

6,562円80銭

１株当たり純資産額 61,444円94銭

１株当たり当期純利
益金額 

93円22銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
△185,156 602,464 8,557 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は中間純損失（△）（千円） 

△185,156 602,464 8,557 

期中平均株式数（株） 91,800 91,800 91,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数

6,141個）。 

 なお、新株予約権の

概要は「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数 

6,141個）。 

 なお、新株予約権の

概要は「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数 

6,141個）。 

 なお、新株予約権の

概要は「第４ 提出会

社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度 

 該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

 平成17年10月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （注） 平成17年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。 

  

  

  （イ）中間配当による配当金の総額 ………………………………… 45,900千円 

  （ロ）１株当たりの金額 ……………………………………………… 500円00銭 

  （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ……………………… 平成17年11月15日 



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第22期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月30日近畿財務局長に提出 

  

(2）臨時報告書 

 平成17年７月21日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（代表取締役会長からの資金提供）に基づく臨時報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成16年11月18日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 梶浦 和人  印 

     
 
    

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年３月

１日から平成16年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、カノープス株式会社及び連結子会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成17年11月11日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

     
 
    

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月

１日から平成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、カノープス株式会社及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成16年11月18日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 梶浦 和人  印 

     
 
    

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成16年３月１

日から平成16年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、カノープス株式会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年３月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成17年11月11日   

カノープス株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鎌倉 寛保  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

     
 
    

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカ

ノープス株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、カノープス株式会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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